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〔研究ノート 〕

1910年代一 20年代に4コミける日本資本主義

の重化学工業化に関する一つの素描

一 特K日本鉄鋼業の推転を中心と して一

泉 武夫

(1) 産業構造の面から戦前日本資本主義を段階的tというとき，一般K軽工業段階の資本主義

であるといわれる。それは，綿紡績 ・製糸 ・織物といった繊維工業が圧倒的優位性を占めてい

ると共K，再生産構造上においても特異な役割を担っている資本主義とい う乙と である。 その

ことは，日清 ・日露の両戦争を貫く時期K実現された日本の産業資本の確立が，消費資料生産

部門とりわけ綿業での確立に対して，生産手段生産部門とりわけ機械をつくる機械である工作

機械＝旋盤の完全製作が 1905年池員鉄工によって実現されるものの，大方は輸入に依存して

いる乙とにみられるように，機械工業は確立のみとおししかたてえていない （『日本資本主義

分析Jp.11) という特徴を構びている ことの反映である というこ ζ ができる。 乙の挙実は戦

前日本資本主義の脆弱性を規定するものであ り，従って綿業の確立も先進資本主義国 （特Kイ

ギリス）の労働手段に依存する乙とによってはじめて可能とされた態のものでめったわけであ
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る。

日本資本主義Kとって不均衡にたらおくれを示しているのは機械工業のみに限ったことでは

なく ，それは重化学工業全般Kついてもいえる乙とでゐる（但し，官営からの払下げを受け，

その上国家の保護を受けた，海軍工廠と密着している造船業はむしろ例外）。重工業の客観的

素材を提供するという意味で重工業のかなめをなす鉄鋼業についても同じ乙とで， 砂鉄精錬を

別tとして，鉄鉱石と コークスによる高炉製銑が，近代的製鉄業として，工部省から払下げをう

けた釜石鉱山田中製鉄所 （25トン高炉火入は1893年，鉱石は同鉱山のもの）において 1894

年に技術的に確立され，乙の年，当釜石の高炉銑が中園地方砂鉄銑を凌駕する （釜石銑，全国

製銑高2・2万トンの58%一 『現代日本産業発達史W鉄鋼』 付録表）関係にあるものの，乙

れにつづく日本鉄鋼業の発展はきわめて妓行的である。すなわち，国営八幡製鉄所が出銑を開

始する前年の1900年の全国製銑高は2・1万 トン（内釜石64完） Iζすぎない。

190 1年以降銑鉄生産はみるべき増加を示すに至るが，乙れは大陸（大冶）鉄鉱石と結u・っ

き，煩益を度外視した潤沢な国家資本の投入によって実現された国営八幡製鉄所の出銑開始に

よるものである（第1高炉 160トン，のちの東田第 1高炉。なお，乙の年はU・Sスチールの

成立した年である乙とを想起） 。第1高炉の操業は肢行的であった （出銑量は01年 2・4万

トン， 02年 1・8万トン， 03年零）が， 04年7月の再吹入れより軌道にのり，05年め第2

高炉 （120トン）火入れによって八幡の製銑工程は確立したといえる（ 0 4年1・7万トン，05

年7・9万 トλ06年 10万トン） 。

ζれにより全国製銑高は04年5・1万トン（凡八幡33%，釜石53%), 05年 12・5万

トン（八幡64%，釜石30%), 06年 14・1万 トン（八幡71丸釜石21第一以上，向上付

表）と飛躍的位相加を示すに至り， 1905年と 06年との交りに生産高が輸入高を凌駕し （05 

年生産7・9万トン， 輸入14・8万トン： 06年生産14・1万 トン，輸入 10・2万トン一向上付

表）， 採鉱＝製銑＝製鋼（鋼材）からなる鉄鋼業の第二段階＝製銑工程は一応の確立を遂げる

と考えられる。 乙こで一応とするのは，後段でも触れるように，生産高は需要高の過半をかろ

うじて賄うだけで輸入銑鉄を駆遂する乙とはできず，ひしろ輸入銑鉄は日本鉄鋼業推転の重要

な基盤と して不可欠である乙とによる。 しかし， 銑鉄生産の殆んどは八幡と釜石の占める処で

ゐり，就中，生産銑鉄の所内消費を原則とする国営！¥IV番の地位の圧倒的な高さ（その哀がえし

としての民営の微弱さ ）に留意すべきである。しかも，釜石さえもが，釜石銑と大阪砲兵工廠

との結びつきにみられるよ うに，国家資本とは無縁ではありえなかったのでめる。日本鉄鋼業

の確立のみとおしが国家資本の直接介在によってはじめて可能にされたという 乙とは日本鉄鋼
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業の推転にとって一つの注意点をとfす。 乙れは紡績業が一応民同資本の自力で確立を遂げ，国

内市場から輸入綿糸布を駆逐していったのとは対照的でめる。はお，釜石の25トン 高炉2基

同時操業は 1901年からであり， 04年比は 60トン高炉に火入れを行っている。 07年比50

トン高炉1基の輪西製鉄所（もとは北海道炭鉱汽船の製銑工場）が創立されるが，火入は 09 

年の乙と。

(2) 鉄鋼業の第3段階＝製鋼（鋼材）工程については生産自立のみとおしさえたたず，圧倒

的なイギリス舎はじめとする先進資本主義国からの輸入鋼材に依存している状態であった。周

知のように， 1882年海軍兵総製造所（東京築地）において洋式製鋼である ルツボ銅製造に日

本初の成功をみ， 1890年大阪砲兵工廠K設置された0・25トン酸性平炉（日本鳴矢）によっ

て製鋼工程が技術的に確立される （乙の「確立」の報告は 1892年製鋼事業調査委員会による

一 『現代日本産業発達史JV鉄鋼』年表。因K,9 0年』とは機須賀海軍造兵織においても重油

を燃料とした 5トン酸性平炉製鋼に成功している。）点に示されるように，製鋼工程の大量生

産と しての技術的確立が箪工廠によってはじめて実現され，また実際の製鋼も 乙れらの軍工廠

によって担われていたのである（たとえば， 呉造船廠92年3・5トン酸性平炉設置， 97年 一

基地設。東京砲兵工廠95年ガス発生炉設置，何年2トン酸性平炉設置。呉造兵廠95年ガス

発生炉3トン平炉設置，97年一基増設， 98年12トン平炉新設。大阪砲兵工廠96年日本初の

3トン塩基性平炉設置， 1900年4トン酸性平炉設盤。伝ど ー 岡本鉄鋼史 明治篇』p.160

ー01）。

乙のよう K軍工廠が鉄鋼業ないし重化学工業にとどまらず日本資本主義の確立に先行し，む

しろ主導的な位置を占めている乙とは，とりもなおさず，日本資本主義の奇形性を示すなにも

のでもない。そして乙の延長線上K，兵器自給追求と不可分の形で，さきの国営八幡があるわ． けであり そ乙叫鉄と同時代製鋼圧延が開始され， 1901年 25トン塩基性平炉2基
10トン酸性転炉1基（乙の年平炉製鋼高l万トン ）， 02年 25トン平炉2是基， 10トン転炉1

1まがそれぞれ操業・出鋼を開始し， 1903年には平炉製鋼高4・2万トンで 平炉製鋼技術を自

立的段階にまで高めたといわれる（『 日本近代製鉄技術発達史』年表）。さら K, 190 5年度

に1基，06年度R3基の 25トン平炉を地設して製銑工程と同時に製鋼工程をも確立させ C06 

年度平炉製鋼高7・1万トン）， つづいて 09～11年比25トン平炉を 1基づつ増設する （『日

本鉄鋼史 明治篇Jp.445）。 また，各種の鋼材を生産する圧延工程も製鋼と同時K開始され，

銑＝鋼＝圧延の各工程を連結するいわゆる銑鏑一貫工場と しての国営八幡製鉄所が大きく鋒立

することκなる。
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上の国家資本による製鋼に対して民間の場合をみると，まず，さきの釜石が八幡と時を同じ

くして 1903年5トン平炉2基を設歯して製鋼作業を，また旧工部省時代の圧延機を再生して

圧延作業をそれぞれ開始し， 民間初 Cu径一）の銑鋼一貫工場へと転身していく 。しかし， 製鋼

高は臼箆戦争後でも 0・5万トンにすき’ず， 一貫工場とはい っても製銑工程が中心をなしてい

る。釜石以外にみるべきものは，住友銀了鋼場 C1 8 9 9年民閥単独平炉製鋼の鳴矢として酸性3・

5トン平炉1基で出発した日本鋳鋼所を 1901年住友が買収したもの。周年酸性5トン平炉1

基増設， 07年15トン平炉1基地設） ，神戸製鋼所 C04年 3・5トン平炉1基を設置して海軍

用鋳鋼品生産目的K創立された小林製鋼所を 05年鈴木商店が買収したもの ）， 川崎造船兵庫

（分）工場 C01年鉄道用 ・造船用鋳鋼品生産を主目的に創業されたもの ）， 日本製鋼所（海

軍ω綾助の下K北海道炭瞬間給 ・アームス卜ロ ング ・ビァカース3社の合弁事業として 07年

創立。創業は 11年。民間最大ω兵器工場。 50トン平炉2基， 25トン平炉4基）， その他，

米子製鋼所C03年，タタラ銑を原料とする 1レツポ製鋼）， 雲伯鉄鋼C04年錬鋼開始，のらの

安来製鋼所）など数工場あるにすぎ伝い。

(3) 以上KみたようK日本資本主義の確立期K官民合わせていく つかの工場が出現するわけ

であるが，その生産は極めて僅かなも 0）でしかはし、。粗鋼生産を数量的に明らかにできないの

で，鋼材生産でみる と， 1901年0・6万 トン（ 内，八幡28% ) , 03年 4万トン（ 同72% ), 

05年7・1万トン（ 同57% ) , 07年9・1万 トン（ 同87% ）であり，これに数倍する輸入に

依存している状態である C01年綿入 18・6万 トン， 生産の 30・8倍。 03年23・1万 トン， 生

産0)5・8倍。 05年 37・8万ト ン， 生産の5・3倍。 07年 46・4万ト J，生産の5・1倍 ）。 日

本資本主義の確立期に急速な発媛をとげた鉄道網にして も造船業Kしでも その物的素材は先進

資本主義国（特にイギリ ス）の釦j材K依存する乙とによって実現されたものである。大陸の鉄

鉱石代依存しながらも，八幡の出現によって製銑工程はなんとか胞をみ川のの， 製鋼工程 ． 
の確立にはほどとおく ，乙乙tζ日本鉄剣業は確立のみとおししかたてえていないとする根拠が

ゐる 0 I 

確立期日本資本主義は，鉄鋼業の未確立に示されるように，重工業の異常なまでの未熟さに

よって特徴づけられており ，乙れとは裏腹伝国家資本の笠立とあいまって， 奇形的脆弱的性格K

規定され，この構造規定を克脳できないま 入 否むしろ，この構造規定を受けているから こそ，

先進資本主義国（特にイギリ ス）の重化学工業に依存（従属…といってもよし、 ）しはがら，日

本資本主義は早発的に帝国主義へと転化してゆく べく軌道づけられているという乙とができる。

か、る情況の下で臼本資本主義はまがりなりにも重化学工業化の道をたどるわけであるが，そ
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表 1ー（1) 工場数および従業者数の構成

1 9 0 9年 1 9 1 4年 1 9 1 9年 1 9 2 0年 1 9 2 4年 1 9 2 9年 1 9 3 3年

工場数（内，原動機使用） 従業者数 工場数（内，原動機使用） 従業者数 工場数（内，原動機使用） 従業者数 工場数（凡原動機使用） 従業者数 工場数（内， 原動機使用） 従業者数 工場数 （内， 原動機使用） 従業者数 工場数（内， 原動機使用） 従業者数

千人 千人 千人 千人 千人 千人 千人
総 数 32, 228 ( 9,155) 100 842. 2 100 31, 717 (14,578) 100 1,017.6 100 43,949 (26,947) 100 1,817.1 100 45, 806 (29,855) 100 1, 767. 0 100 48, 04 7 (36,850 ) 100 1,814. 2 100 59,887 (48,822) 100 2,066.6 100 71, 940 (61,203) 100 2,122.9 100 

5, 223 ( 1,751) 16. 2 129. 7 15. 4 5, 984 ( 3,049) ]8.9 192.4 18. 9 10, 764 ( 7,200) 24.5 503. 6 27. 7 11, 210 ( 7,808) 24. 5 484. 2 27. 4 11, 795 ( 9,018) 24. 5 446.6 24.6 14,561 (11,871) 24. 3 545.9 26. 4 20, 810 (18,303) 28. 9 687. 7 32. 4 

金属工業 1,044 ( 435) 3.2 19.9 2. 4 1,362 ( 790) 4. 2 30. 2 3.0 2. 542 ( 2,049) 5.8 90. 4 5.0 2, 721 ( 2,218) 5. 9 88. 2 5.0 2, 961 ( 2,634) 6. 2 80. 7 4.4 3,829 ( 3,524) 6.4 107. 1 5. 2 5, 578 ( 5,135) 7.8 143. 5 6. 8 

金属精錬 44 ( 23) 0. 1 1. 6 0. 2 40 ( 32) 0. 1 4.3 0.4 132 ( 127) 0. 3 21. 0 1. 2 116 ( 114) 0. 3 15. 2 0. 9 41 ( 40) 0. 1 6.0 0. 3 
315) 0. 5 32.8 1. 6 512 ( 504) 0. 7 47. 1 2.2 

金属材料品製造 76 ( 66) 0. 2 2. 3 0. 3 95 ( 82) 0. 3 4. 4 0.4 303 ( 288) 0. 7 17. 1 0. 9 239 ( 230) 0. 5 25. 0 1. 4 303 ( 279) 0. 6 19. 3 l. 1 

鉄精錬・材料品製造 139 ( 138) 0. 2 22.3 l. 1 261 ( 261) 0. 4 33. 7 l. 6 

機械告書具工業 1,580 ( 792) 4. 9• 52. 1 6. 2 1, 855 ( 1,207) 5. 8 85. 2 8.4 3, 652 ( 2,885) 8. 3 240. 5 13. 2 3,816 ( 3,129) 8. 3 237. 2 13. 4 4, 145 ( 3,292) 8.6 189. 3 10.4 5, 296 ( 4,709) 8.8 235. 0 11. 4 7,850( 7,304) 10.9 291. 7 13. 7 

原 動機製造 309 ( 247) l. 0 8.4 1. 0 315 ( 273) 1. 0 21. 9 2. 1 519 ( 486) 1. 2 35. 4 l. 9 605 ( 572) 1. 3 37. 1 2. 1 353 ( 338) 0. 7 9.9 0. 5 446 ( 439) 0. 7 15.0 0. 7 528 ( 515) 0. 7 11. 6 o. 5 

電気機械寝具製造 86 ( 51) 0. 3 3. 3 0. 4 164 ( 126) 0. 5 5. 8 0. 6 224 ( 185) 0.5 10. 1 0.6 263 ( 218) 0. 6 10.6 0. 6 388 ( 373) 0.8 36. 1 2.0 613 ( 580) 1. 0 42.1 2. 0 1, 082 ( 1,035) 1. 5 46. 3 2目2

一般機械器具製造 696 ( 339) 2.2 10. 5 1. 2 830 ( 567) 2.6 16.4 1. 6 l, 705 ( 1,449) 3. 9 58. 1 3.2 1, 750 ( 1,533) 3.8 37.3 2.1 1, 451 ( 1,278) 3. 0 30. 8 1. 7 1, 919 ( 1,702) 3. 2 43.2 2. 1 2. 511 ( 2,364) 3.5 59. 5 2. 8 

工作機械器具 299 ( 237) 0.6 5.8 0. 3 465 ( 360) 0.8 7.0 。目3 493 ( 475) 0. 7 11. 4 0. 5 

} 207 ( 134) 0. 6 4. 1 0. 5 274 ( 236) 0.9 6. 5 0.6 967 ( 890) 2.2 34. 8 1. 9 907 ( 853) 2.0 23. 4 l. 3 

繊維機械器具 290 ( 281) 0.6 8. 8 0. 5 379 ( 369) 0. 6 13.8 0. 7 603 ( 601) 0.8 21. 6 1. 0 

採鉱・選鉱・精錬機械 32 ( 32) 0. 1 1. 3 0. 1 42 ( 42) 。目1 2. 1 0. 1 39 ( 39) 0. 1 2. 2 0. 1 

205) 1. 5 6.4 0. 8 556 ( 331) l. 8 9. 9 l. 0 738 ( 559) 1. 7 23. 2 1. 3 843 ( 680) 1. 8 13.8 0.8 

農業土木建築機械 202 ( 172) 0. 4 2.8 0. 2 290 ( 幻2) 0. 5 4.0 0. 2 359 ( 326) 0.5 4. 7 0. 2 

化学工業用機械器具 66 ( 66) 0. 1 1. 3 0. 1 85 ( 83) 0. 1 3. 4 o. 2 

輸送機関製造 450 ( 68) 0.8 22.9 2. 7 幻7( 100) 0. 9 32. 3 3.2 798 ( 475) 1. 8 118. 1 6. 5 806 ( 510) 1. 8 130.0 7.4 828 ( 584) l. 7 109.9 6. 1 l, 122 ( 840) 1. 9 93.9 4. 5 1. 619 ( 1,347) 2.3 100. 6 4. 7 

鉄道車 前 16 ( 13) 0.0 2.5 0. 3 7 ( 7) 0. 0 2.0 0. 2 40 ( 39) 0. 1 14.0 0.8 40 ( 37) 0. 1 14.3 0.8 76 ( 71) 0. 2 17.7 1. 0 58 ( 56) 0. 1 13.5 0. 7 53 ( 52) 0. 1 11. 4 0. 5 

船 舶 112 ( 34) 0.3 19. 1 2. 3 162 ( 51) 0. 5 27. 2 2. 7 340 ( 129) 0. 8 93. 9 5. 2 314 ( 141) 0. 7 106. 0 6.0 幻5( 119) 0.6 82. 2 4. 5 ＜船具を含む＇.）－ 379(185 )0.6 59. 9 2.9 くII>374(195) 0.5 45. 8 2. 2 

自 動 車 ＜自転車を含む＞347( 284) 0. 8 7. 5 0.4 くII>389(352) 0. 8 8. 3 0. 5 197 ( 177) 0. 3 6.9 0. 3 475 ( 432) 0. 7 13. 0 0. 6 

航 空 機 3 ( 3) 0. 0 0. 7 0. 0 17 ( 0.0 4. 7 0. 2 81 ( 81) 0. 1 16. 8 0. 8 

銃砲・弾丸・兵器製造 28 ( 14) 0. 1 1. 8 0. 2 33 ( 27) 0. 1 3. 2 0. 3 21 ( 20) 。。 2.6 0. 1 27 ( 24) 0. 1 4.0 o. 2 21 ( 21) 0.0 6.8 0. 4 35 ( 35) 0.1 8.6 0. 4 67 ( 67) 0. 1 9. 9 0. 5 
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表1ー（1) 工場数および従業者数の構成 （つづき）

1 9 0 9年 1 9 1 4年 1 9 1 9年 1 9 2 0年 1 9 2 4年 1 9 2 9年 1 9 3 3年

工場数（凡 原動機使用） 従業者数 工場数（内，原動機使用） 従業者数 工場数（内，原動機使用） 従業者数 工場数（内，原動機使用） 従業者数 工場数（内，原動機使用） 従業者数 工場数（内，原動機使用） 従業者数 工場数（内，原動機使用） 従業者数

千人 千人 千人 千人 千人 千人 千人

化学工業 603 ( 273) 1. 9 14. 3 1. 7 837 ( 505) 2. 6 26. 2 2.6 1, 616 ( 1,180) 3. 7 76. 0 4.2 1, 674 ( 1,272) 3. 7 66.9 3. 8 1,857 ( 1,518) 3. 9 91. 0 5. 0 2, 604 ( 2,064) 4. 3 112. 8 5. 5 3, 471 ( 2,964) 4.8 161. 4 7. 6 

工業薬品製造 49 ( 26) 0. 2 2.0 0. 2 73 ( 45) 0. 2 4. 1 0.4 262 ( 197) 0.6 12. 7 0. 7 268 ( 202) 0. 6 11. 4 0. 6 197 ( 163) 0. 4 9.5 0. 5 259 ( 229) 0. 4 13.9 0. 7 347 ( 315) 0. 5 18. 4 0. 9 

染料・中間物製造 54 ( 20) 0. 2 0. 8 0. 1 45 ( 23) 0. 1 1. 0 0. 1 72 ( 58) 0. 2 3. 3 0. 2 53 ( 42) 0. 1 1. 9 0. 1 29 ( 27) 0. 1 1. 3 0. 1 30 ( 29) 0. 1 2. 4 0. 1 44 ( 43) 0. 1 4. 1 0.2 

鉱物油製造 5 ( 2) 0.0 0. 2 0. 0 23 ( 22) 0. 1 1. 1 0. 1 32 ( 22) 0. 1 1. 0 0. 1 27 ( 23) 0. 1 0. 7 。。 31 ( 29) 0. 1 1. 2 0. 1 46 ( 44) 0. 1 1. 7 0. 1 59 ( 56) 0. 1 2. 7 0. 1 

発火物製造 8 ( 3) 0. 0 0. 3 0. 0 9 ( 7) 0. 0 0. 7 0. 1 15 ( 10) 0. 0 0. 7 。。 幻（ 15) 0. 1 1. 0 0. 1 37 ( 14) 0. 1 1. 7 0. 1 34 ( 15) 0. 1 2.0 0. 1 57 ( 25) 0. 1 3. 1 o. 1 

肥料製造 75 ( 50) 0. 2 3. 2 0.4 79 ( 67) 0. 2 4. 0 0.4 150 ( 125) 0. 3 13. 2 0. 7 142 ( 123) 0. 3 10. 8 0. 6 91 ( 88) 0. 2 10. 2 0. 6 239 ( 150) 0.4 9. 9 0. 5 245 ( 193) 0. 3 11. 3 0.5 

窯 業 1,902 ( 156) 5. 9 40.4 4.8 1,679 ( 323) 5. 3 43. 5 4. 3 2, 728 ( 868) 6. 2 88. 0 4. 8 2, 770 ( 976) 6.0 82.5 4. 7 2, 540 ( 1,311) 5. 3 77. 2 4. 3 3, 253 ( 2,126) 5. 4 80. 0 3. 9 3, 355 ( 2,364) 4. 7 80. 2 3. 8 

ガス・電気業 104 ( 95) 0. 3 3. 1 0.4 251 ( 224) 0. 8 7. 4 0. 7 226 ( 218) 0. 5 8. 7 0. 5 229 ( 213) 0. 5 9. 3 0. 5 292 ( 263) 0.6 8. 4 0. 5 457 （必9) 0. 8 11. 1 0. 5 556 ( 536) 0. 8 11. 0 o. 5 

n 26, 995 ( 7,404) 83.8 712. 3 84.6 25, 733 (11目529) 81. 1 825. 2 81. 1 33,185 (19,747) 75. 7 1, 313. 5 72.3 34, 596 (22,047) 75. 5 1, 282. 8 72. 6 36, 252 (27,832) 75. 5 1,367.7 75. 4 45, 326 (36,951) 75. 7 1. 520. 8 73.6 51目 130(42,900) 71. 1 1,435. 2 67.6 

繊維工業 15,574 ( 4,728) 48. 3 516. 2 61. 3 14,081 ( 6,977) 44. 4 600. 3 59.0 18,800 (11,596) 42.8 990.0 54.5 19, 009 (12,879) 41. 5 951. 9 53.9 18, 505 (14,805) 38. 5 1, 028. 3 56. 7 21, 532 (18,235) 36. 0 1, 121. 8 54. 3 24, 915 (21,625) 34.6 1,016.2 47.9 

製 糸 業 3,720( 2,508) 11. 5 198.6 23. 6 3,400 ( 2,604) 10. 7 232. 6 22.9 3, 511 ( 2,955) 8.0 323.0 17.8 3,461 ( 3,017) 7.6 336. 5 19. 0 3, 236 ( 2,980) 6. 7 345. 8 19. 1 4,020 ( 3,750) 6. 7 441. 6 21. 4 3, 365 ( 3,148) 4. 7 328. 0 15.4 

紡 績 業 143 ( 134) 0. 4 105.5 12. 5 133 ( 128) 0.4 126. 8 12.5 370 ( 357) 0.8 243.4 13.4 331 ( 319) 0. 7 213. 5 12. 1 幻8( 276) 0. 6 241. 0 13. 3 375 ( 368) 0. 6 266. 6 12. 9 471 ( 466) 0. 7 205. 2 9. 7 

綿糸紡績 108) 0. 3 91. 6 10. 9 105 ( 103) 0. 3 114. 4 11. 2 288 ( 283) 0. 7 200. 3 11. 0 248 ( 244) 0. 5 174. 2 9.9 197 { 197) 0. 4 198. 1 10. 9 248 ( 246) 0. 4 197.4 9. 6 344 ( 342) 0. 5 148. 8 7.0 

織 物 業 8, 436 ( 1,182) 26. 2 158.9 18. 9 6, 769 ( 2,540) 21. 3 164. 1 16‘1 10, 165 ( 5,440) 23. 1 311. 9 17. 2 10, 333 ( 6,567) 22. 6 294. 5 16. 7 9,574 ( 7,770) 19. 9 319. 9 17. 6 10, 434 ( 9，幻2) 17. 4 266. 7 12.9 11,975 (11,056) 
16.6 306.6 14.4 

絹 織 物 4,723 ( 440) 14. 7 68. 7 8. 2 3, 163 ( 1,089) 10. 0 53. 5 5.3 5, 100 ( 2,505) 11. 6 99. 6 5. 5 5, 314 ( 3,196) 11. 6 94. 2 5. 3 4, 086 ( 3,201) 8. 5 79. 3 4.4 4, 131 ( 3,463) 6. 9 78. 1 3.8 3, 946 ( 3,409) 5. 5 79. 1 
3. 7 

綿 織 物 3,568 ( 707) 11. 1 73.8 8.8 3, 438 ( 1,376 ) 10.8 91. 4 9.0 4. 543 ( 2,751) 10. 3 171. 6 9.4 4, 556 ( 3,202) 9. 9 164. 7 9. 3 4,883 ( 4,208) 10. 2 179. 2 9.9 4, 629 ( 4,267) 7. 7 135. 4 6.6 4, 801 ( 4,526) 6. 7 136.7 
6.4 

紙・パルプ ・紙加工業 921 ( 128) 2.9 18.7 2.2 775 ( 235) 2.4 20. 3 2.0 1, 214 ( 584) 2.8 42. 7 2.3 1,219( 614) 2. 7 42.2 2. 4 1,026 ( 662) 2. 1 40. 3 2. 2 1,083 ( 844) 1. 8 41. 4 2.0 1, 346 ( 1,087) l. 9 44. 4 2. 1 

食料品製造業 6, 202 ( 1,302) 19. 2 95. 4 11. 3 5, 688 ( 2.165) 17. 9 96. 3 9.5 6,801 (3,613) 15. 5 124. 9 6.9 7, 771 ( 4,164) 17.0 129. 5 7. 3 9,654 ( 6,668) 20. 1 153. 1 8. 4 11, 894 ( 8,928) 19. 9 170.0 8. 2 12,868 (10,277) 17.9 167. 7 7.9 

そ の 他 4, 298 ( 1,246) 13. 3 82. 1 9. 7 5, 189 ( 2,152) 16. 4 108. 3 , 10. 6 6, 370 ( 3,954) 14. 5 155. 9 8.6 6, 597 ( 4,390) 14.4 159. 1 9. 0 7,067 ( 5,697) 14目 7 146. 0 8. 0 10, 81 7 ( 8,944) 18. 1 187. 6 9. 1 12, 001 ( 9,911) 16. 7 206.9 9.7 
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表 1一（2) 工場合よび従業者の増減 （完）

(4は減少 ）

1909-14 1 4 - 1 9 0 9 - 1 9 1 9 -2 0 1 9ー 24 24-29 2 0ー 29 2 9 - 3 3 

工場 従業者 工場 従業者 工場 従業者 工場 従業者 工場 従業者 工場 従業者 工場 従業者 工 場 従業者

総 数 A 1. 6 20. 8 29. 1 78. 6 36. 4 115. 8 4. 2 • .a. 2. 8 9. 3 .di. 0. 2 24. 6 13. 9 30. 7 17. 0 20. 1 2. 7 

14. 6 48.3 79. 9 161. 7 106. 1 288. 2 4. 1 .4. 3. 8 9. 6 A ll. 3 23. 5 22. 2 29. 9 12. 7 42.9 26. 0 

金属 工業 30. 5 51. 3 86.6 199. 6 143. 5 353. 4 7. 0 4 2.4 16. 5 企 10.8 29. 3 32. 7 40. 7 21. 3 45. 7 34. 0 

金 属精錬 4 9.1 166. 5 230 391. 5 200 1. 209. 8 .aI'2.1 427. 6 l.&.222. 0 A.. 71. 4 

} 4 6.1 29. 7 ..,Q,.,9. 0 企 18.4 58 5 43. 5 
金属材料品製造 25 89 9 218. 9 290. 4 298. 7 62:l. 7 A 21. 1 46. 2 。 12. 9 

鉄精錬 ・材料品製造 87.8 50. 8 

機械機具工業 17.4 63. 5 96.9 182. 3 131. 1 361. 7 4. 5 .... l. 4 13.5 •21. 3 27. 8 24. 1 38. 8 .... 1. 0 48. 2 24. 1 

原動機製造 1. 9 159. 3 64.8 61. 9 68. 0 319. 8 6. 6 4. 8 ..A.32.0 A.72. 0 26. 3 51. 4 .4.26. 3 A...59. 6 18 4 22. 5 

電気機級協t具製造 90. 7 74.3 36.6 72. 3 160. 5 200. 2 17. 4 5. 5 73. 2 258. 7 58. 0 16. 6 133. 1 296. 7 76. 5 10. 1 

一般機械器具製造 19. 3 56. 1 105. 4 254. 0 145. 0 452. 5 。4 35. 8 414. 9 •47. 0 32. 3 40. 3 9. 7 15. 8 30. 8 37. 9 

工作機械総具 55. 5 20. 6 6. 0 62. 5 
57. 1 252. 9 4:B. 7 367. 1 748. 1 4 6. 2 企 32.7 a‘39. 1 458.1 A 6. 9 All. 4 

繊維機械総具 30. 7 56. 2 59. 1 57.0 

採鉱・選鉱・精錬機械 31. 3 67.4 A 7.1 5. 2 

55. 4 32. 7 133. 5 50.9 262. 8 14. 2 4 40. 5 企 68.3 A.82. 6 A60.6 a‘55. 4 
農業土木建築機械 43. 6 45. 1 23. 8 15. 5 

化学工業用機械器具 28. 8 156. 2 

輸送機関製造 8. 6 41. 4 188. 1 265. 5 219. 2 416. 7 1. 0 10. 1 3. 8 A 6. 9 35. 5 414.6 39. 2 4 27.8 44. 3 7. 1 

鉄道車鞠 A 56. 3 4 20.1 471. 4 602. 4 150 461. 2 。 1. 7 90 26. 3 423. 7 a、23.6 45 企 5.0 4 8.6 .A.15.8 

船 自自 44. 6 42. 3 109 9 245. 4 203. 6 391. 4 A 7.6 13. 0 419. I 12.6 37. 8 4 27.1 20. 7 A43. 5 A 1. 3 434. 7 

自 動 車 7. 8 417. 2 20. 8 A 8.9 49.6 81. 3 67. 7 99. 5 141. 1 89.0 

航 空 機 466 7 551. 6 376 5 259. 2 

銃砲・弾丸・兵器製造 17. 9 80. 7 企 36.4 企 16.9 ..&.25 50. 1 28 6 52.0 。 156. 9 66. 7 26. 9 29. 6 114. 4 91. 4 14.8 
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表 1一（2) 工場なよび従業 者 の 増 減 （つづき ） ( % ) 

1909-14 1 4 -1 9 0 9 -1 9 1 9 - 2 0 1 9 - 2 4 2 4 - 2 9 2 0ー29 2 9 - 3 3 

工場 従業者 工場 従業者 工場 従業者 工 場 従業者 工場 従業者 工場 従業者 工場 従業者 工場 従業者

化学工業 38 8 82.6 93. 1 190. 1 168 0 429 9 3. 6 A..11. 9 14 .. 9 19.8 40. 2 23. 9 55. 6 68. 7 33. 3 43. 1 

工業薬品製造 49. 0 100. 4 517. 8 212. 1 434. 7 524.0 2. 3 A 9. 7 A..24. 8 A..25. 2 31. 5 46 6 A 3. 4 21. 5 34. 0 32. 6 

染料・中間物製造 ..A.16. 7 27. 0 60 221. 8 33. 3 308.8 • 26.4 ..A.40.1 A.59. 7 .A58. 6 3. 4 81. 4 A.43. 4 25. 3 33. 3 67. 3 

鉱物油製造 360 488 5 39. 1 • 12. 3 540 416. 1 ..A.15. 6 ..A.25. 8 企 3.1 18. 5 48. 4 48. 3 70. 4 136. 9 28 3 57. 0 

発火物製造 12. 5 109 0 66. 7 7. 2 87.5 124. 0 80 41. 6 147. 5 135. 2 ..&.8.1 19. 6 25. 9 98. 7 67. 6 52. 9 

肥料製造 5. 3 26 2 89. 9 226 6 100 312. 2 5. 3 ..A.18.1 A.39. 3 .&22. 6 162. 3 A.2.9 68. 3 8. 2 2. 5 14. 1 

窯 業 11. 7 7. 6 62. 5 102. 3 43. 4 117. 8 1. 5 A 6. 2 .A. 6 9 ..il..12. 2 28 1 3. 6 17.4 a‘3. 1 3. 1 0. 3 

ガス・電気業 141. 3 141. 2 10. 0 18 0 117. 3 184.6 1. 3 6. 8 29. 2 A 3. 5 56. 5 32. 2 99. 6 19. 5 21. 7 a 0.8 

II • 4.7 15 8 29. 0 59 2 22. 9 84 4 4. 3 • 2.3 9. 2 4 1 25. 0 11. 2 31. 0 18. 6 12. 8 A 5.6 

繊維工業 A 9.6 16. 3 33 5 64. 5 20. 7 91. 8 l. 1 _.. 3.8 ..... l. 6 3. 9 16 4 9. 1 13. 0 17. 8 15. 7 a、9.4 
製 糸 業 A 8.6 17. 1 3 3 38 9 A 5.6 62.6 a‘l. 4 4. 2 A 7. 8 7. 1 24. 2 27. 7 16. 2 31. 2 16. 3 A‘25. 7 
紡 績 業 a‘7. 0 20. 2 178 2 91. 9 158. 7 130. 7 ..... 10. 5 a‘12. 3 • 24. 9 A 1. 0 34. 9 10. 6 13. 3 24. 9 25. 6 ,lil,.23.0 

綿糸紡 績 業 ... 5.4 24. 9 174. 3 75. 0 159. 5 118. 6 A.13. 9 A.13. 0 A 31. 6 ..... 1. 1 34. 9 .&. 0.3 。 13. 3 38 7 .A.24.6 
織 物 業 ..il..19.8 3. 2 50. 2 90. 1 20. 5 96 3 1. 7 4 5.6 ..ii.. 5.8 2. 6 9. 0 A 16. 6 1. 0 .A.. 9.4 14. 8 15. 0 

絹 織 物 ..t..33. 0 ..A.22.1 61. 2 86. 2 8. 0 45 0 4. 2 .A.. 5.4 企 199 ..A.20.4 1. 1 A 24. 4 企 22.3 a‘17. 1 A 4.5 1. 2 

綿 織 物 .& 3.6 お 9 32. 1 87. 8 27. 3 132.7 o. 3 企 4.0 7. 5 4.4 ..A.5. 2 4 24.4 l. 6 A.17. 8 3. 7 1. 0 

紙・パルプ ・紙加工業 A l5. 9 8 8 56. 6 110. 2 31. 8 128 8 o. 4 .... l. 0 a邑15.5 .A. 5.6 5. 6 2.8 11. 2 .... 1. 9 32. 6 7. 1 

食料品製造業 A 8.3 A.74. 6 19 6 414. 7 9. 7 31. 0 14. 3 3. 6 41. 9 22. 5 23. 2 11. 0 53. 1 31. 3 8. 2 a‘1. 3 

て の 他 20. 7 119. 7 22. 8 ..A..13. 6 48 2 89 9 3. 4 2. 1 10. 9 A 6. 3 53. 1 28. 5 64. 0 17.9 10. 9 10. 3 



の過程を， 191 0年代および20年代に限定し， 特に鉄鋼業を中心に素描してゆく。

il 

(1) はじめに 1910年代と 20年代の重化学工業化をみる。 そのために日本資本主義の工業

構成を従業者の集成からみたωが表 1である。本表は『工場統計表』によって， 1909年から

5年毎と1920年および1933年の従業員5人以上使用工場乃至はそれに匹敵する設備を もっ

工場について，工場および従業者の実数，構成比， i白河津を示している。乙乙で1920年と，

1933年を特に計上しであるのは，前者は第一次世界大戦による戦後反動恐慌の勃発した年で

あり，資本主義の全般的危機発現の函期であるというにより，後者は日本製鉄会社成立の前年，

同会社法公布の年であること Kよる。表中の I；およびEは再生産表式における l生産手段生産

部門およびE消費資料生産部門を指すのではなく，それぞれ重化学工業諸部門および軽工業諸部

門の合計を表わしている。

まず表 1ー（1）。 1909年は日本資本主義確立期終期の構造を表わしているが，工場数，労働

者数ともに重化学工業の篤くべき低位性とその逆と しての軽工業の圧倒的な優位性とが一目慰安

然である。就中，繊維工業の位置は抜群である。しかも伺がしかの原動力を設置している原動

機使用工場の割合は総工場中の 25・8%κしかすぎず， 日本資本主義の低生産力性は覆う

べくもなし、。 14年時点でも上の構造には基本的な変化はみられとEい（ 但し， 原動機使用工場

が46%まで増加している ）が，第一次大戦を経て，繁栄の絶頂期である 19年時点になると，

重化学工業は 27・4%の従業者を集成するに至り，第一次世界大戦中にかえfりに重化学工業化

が進展したといえる。しかも，原動機使用工場が61%以上と過半を越え， 生産力の高度化も

同時に進んだといえる。また， 09年 80万台であった従業者が 19年には 180万台となり， 19 

10年代特にその後半の第一次世界大戦中に資本の下への労働力の直接的包摂が促進された乙

とを示しており，それだけ日本資本主義の深化も進んだことを示している。しかし軽工業の優

位は依然として維持されており，繊維工業はひきつづき過半の労働力を集成している。

さらに， 1920年戦後反動恐慌による繕ら込みから 23年の関東大震災，震災恐慌， 27年の

金融恐慌を経て， 29年（世界大恐慌勃発，日本の包摂は 30年 ）IL至る 20年代の10年閣は，

191 9一 20年の時点の構造が持続されていたとみられる。 しかし， 乙のような限界に制限さ

れながらも，恐慌と慢性不況の連続からなる 10年聞に，原動機使用工場は 24年76・7%. 29, 

年81・5%と着実な伸びを示し，生産力の発巌が確認される。そして， 30年昭和恐慌，31年満

州事変（ 15年戦争開始）， 32年上海事変，5・15事件を経て， 国際連盟脱退の年で日本製鉄
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会社法公布の年tとめたる 19 3 3年時点lとなると事態は大きく変動してくる。工場・従業者とも

軽工業が過半を占めている乙とは不変であるが，従業者は 60%台tζ落ち，就中，繊維工業集

成の労観的は47・9%とはじめて過半を割るに至り，逆』ζ重化学工業が 32・4%の労働力を集成

するに至っている。 乙れは明らかに（準）戦時経済体制およびそれの一環としての産業合理化

運動の一つの反映と考えられ，そのこ とは後年戦時経済体制の下ではじめて日本資本主義が重

化学工業段階を達成することの見とおしを与えるものである。

(2）表 1一（2）。 5年毎， 1910年代および20年代の工場数および従業者数の増減率を示し

である。10年代C09 -19年） K工場総数，特に従業者総数の大巾な泊加が実現されている。

それは前半（09ー14年）よりも後半（14ー19年）の第一次大戦期に果されたものである。

09ー 14年は日露戦争後の慢性不況期でいわゆる独占形成期（金融資本成立期）にあたるわけ

でめるが，軽工業部門での資本の集中が読みとれる反面，重化学工業部門は概して外延的発展

上にゐるといえる。伝かでも，金属精錬，金属材料品製造と原動機製造，電気機械器具製造，

鉱物油製造，ガス .f，包気業とが目立つている。後者はさきの生産力高度化と直結したものと考

えられる。 14ー 19年は，軽工業でも高い増加率が実現されているが，金属工業，機械器具工

業，化学工業などからなる重化学工業は軽工業をはるかに凌駕する増加率を示している。乙の

10年代で特に顕著f.［のは金属精錬業，金属材料品製造業，それに機械器具製造業中の工作機

械飴呉製造業，繊維機械器具製造業である。

20年恐慌Kはじまる 1920年代10年閣の前半 C1 91 9 -24年 ）は恐慌とそれにつづく不

況の影響をまともに受けて停滞的綴相を呈し，それは経工業よりも重化学工業に大きく作用し，

就中金属精錬業は大巾な減少と伝っている。 乙ん！.［中で，電気機械封書具製造，銃砲弾丸兵器製

造，発火物製造は大きく t菌加している。後半C24ー 29年）には再び地勢K転じ，それは軽工

業よりも重化学工業の方により表われているが，20年代全般では重化学工業よりも軽工業の万

が高い埼加率とぼっている。金属精錬業 ・金属材料品製造業が減少しているのに反し，逆』と紡

績業とアメリカの剰余価値著｛多品購入部分R大きく依存している製糸業が噌加を示して対照的

である。

そして 1929 - 33年では， 特』ζ製糸業と紡綴業の減少によって軽工業の従業者が減少して

いるのに反して，重化学工業の培加が目立ら，鉄道恵楠，船舶伝どの一部の例外を除いて，金

属工業，機械器具工業，化学工業ともにかなりの泊加を実現している。なお，鉄精錬および材

料品製造業の増加率は 50・8%となっている。

(3) 国営工場。表2一（1）はf工場統計表』によって国営工場の工場数と従業者数とをみたもの
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表 2-(1) 官営工場になける工場なよび従業者数

1920年 1924年 1929年 1933年

工場 従業者 工場従業者 工場従業者 工場従業者

千人 一千人 千人 千人＝

総 数 344 212. 3 317、 160. 1 364 312. 9 551 188. 0 

234 154. 6 244 114. 3 296 118. 2 373 114. 1 

金属工業 6 36. 1 2 26. 1 3 33. 2 6 28. 0 

金属精錬業 1 25. 9 1 25 6 

鉄精錬業 1 32. 6 1 26. 9 

そ の 他 5 10. 2 1 0. 6 2 o. 6 

機械器具工業 212 113. 0 226 81. 9 286 80. 5 340 81. 2 

輸送機関 181 36. 2 205 70. 1 229 24. 5 

鉄 道 172 19. 6 193 20. 5 212 20 9 

船 舶 8 14. 5 9 48 8 9 l. 1 

航空機 3 0. 9 5 2. 3 

銃砲・5単丸・兵器 16 63. 5 8 10. 7 15 54. 1 

化学工業 9 5. 2 11 5. 9 7 4. 5 16 4. 4 

発 イじ 物 7 4.3 6 4. 7 7 4. 5 

ガス ・電気業 7 0. 4 5 o. 4 9 0. 4 

Il 110 57.8 73 45. 7 68 194. 8 178 74. 0 

繊維工業 7 7. 7 6 4. 3 5 3. 3 17 1. 3 

製 紙 業 1 1. 4 1 1. 0 1 1. 2 

飲食物工業 66 41. 1 60 39. 5 47 29. 8 10 0. 3 

煙 草 58 40. 0 

そ の 他 54 38. 7 42 29. 3 

そ の 他 36 7. 5 6 0. 9 16 160. 4 151 72. 4 

そ の 他 6 0. 9 5 160. 0 

備考： r工場統計表JII::よる。
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表 2-(2) 官庁直轄工場職工数

1909年度 1915.3.31 1920.3.31 1924. 12. 31 1933. 12. 31 

手人 干人 干人 手 λ ヰ二 λ

内閣印刷 局 2. 9 3. 1 3. 4 3. 4 3. 4 

1、とaと 幣 局 0. 2 0. 2 0. 6 o. 6 
大蔵省 ｜ ｜｝ 25. 9 

専 で7会Z＝ 局 30. 0 38. 7 

陸軍兵器本 廠 1. 5 

東京工 廠 15. 9 16. 4 18 4 3. 4 

名古屋工廠 1. 7 
陸軍省｜
大阪工廠 8. 8 14.4 9. 9 4. 3 

火 工 l磁 3. 6 

その他共計 28. 4 35. 3 34. 4 21. 0 

横須賀工廠 11. 4 10. 8 11. 7 11. 6 

呉 工 廠 19. 4 19. 1 28. 1 22. I 

佐世保工廠 5. 8 5. 7 9. 3 8 3 

工 廠 2. 1 

舞鶴要港工作部 3. 8 5. 8 6. 4 3. 8 

海軍火薬 j磁 I. 0 1. 1 

その他共計 42.2 45. 4 65 4 51. 2 59. 2 

商工省 製 鉄 所 7. 7 10. 4 15. 9 25. 6 27. I 

鉄道省 工 場 14. 1 12. 3 17. 3 21. 3 

農林省 製 材 所 0. 3 0. 4 o. 6 

逓信省 ｜経理局製材工場・他 0. 2 0. 2 0. 2 0. 2 0. 3 

t口"' 計 95. 8 94.6 162. 7 158. 3 188 0 

備考： 1909年， I 9 1 5年， 1 9 20年， 1924年は 『帝国統計年鑑』による。

1933年は『工場統計表』 による。

所属官庁は 1924年時点、のものに統一した。
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であり，表2一（2）は『帝国統計年鑑』 C1 9 o 9ー24年）と 『工場統計表』 C33年）によって

所管別配置をみたものでめる。出!l4がらがうために数的には必ずしも一致していない。 1910 

年代の数値は『工場統計表Jle.不掲載のため明らかになしえないが， 1920年には21万人以上，

29年比は 31万人以上の労働者が国蛍工場R.集成されている。その多くは重化学工業諸部門le.,

しかも陸海軍商工廠，製鉄所，鉄道省工場に集中的に結集している（ただし，29年の 「その

他JK 16万人おり，乙れは理解に苦しむ処でめる ）。乙れをさきの表1と比較するぽらば，

その意味する処は明白である。船舶（具体的には軍艦建造）を除いては，金属精錬（乙れは周

知のように八幡）， 鉄道，銃砲抑丸兵器製造，発火物製造ともに民間工場を越える労働力の集

成を遂げており， 輸送機関，兵態調達，それの基礎をなす製鉄所が天皇制国家の手K掌握3れ

て，重化学工業諸部門の全般的なたらおくれにもか』わらず， 一応の天皇制国家権力の発動が

常に可能にされている関係にある。

乙のようとよ国家資本が日本資本主義の構造の頂点に特異な形で君臨している処Kとりもなお

さず日本資本主義それ自体の奇形性が擦傍されているわけであるが，しかし， より鉱大された

規模での天皇制国家権力の発動（それが高度な機械戦と総力戦の形をとる以上 ）le.とって，全

般的fct重化学工業化は不可欠のものとなる。 1918年4月5日のソグィェト Uシアに対する日

英米三国陸戦隊の武力干渉開始 （ウラ ジオストック上陸）直後に公布された軍需工業動員法（

4月17日）は拡大された国家権力の発動のための法的措置と理解されるわけであるが，それの

客観的条件を盤備保障するものとして，日本資本主義の重化学工業化が歴史的に位置づけられ

ることになる。それは 「産業資本主義を完成するいとまもく 」成立した 「早発的」（ 小林良正

「日本資本主義の形成（つづき）」 －r経済J1 9 7 4年8月号）な日本帝国主義（箪事的 ・封

建的 ・帝国主義）が内実 （近代帝国主義的側面）を兼ね備えるための一つの鍵でもある。

以下， 1910年代および20年代，つまり 15年戦争直前までの日本資本主義の重化学工業化

過程を，重化学工業に物的素材を提供するという意味で重化学工業のかなめをなす上に，一国

の国力＝軍事力のベロメーターでもある鉄鋼業について具体的にみていく。

目

(1) 日本資本主義の確立期K，日本鉄鋼業は国営八幡の出現によって製銑工程の一応の確立

ぞみるものの，乙の八幡の出現にもか hわらず，鋼材は大きく輸入に依存しており，製鋼（鋼

材）工程は未確立のま hにとどまっていた乙と，釜石の製鋼 ・圧延への進出，住友鋳鋼場，神

戸製鋼所， 日本製鋼所，川崎造船兵庫工場伝どの平炉メーカーが出現したこ とについては既K
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述べた。その後の鉄鋼業の状態は次のようである。国営八幡は1909年比 200トン高炉1基を

噌設し， 07年までの既設25トン平炉8基に加えて09年度2基， 10年度1基，11年度1基

（全部25トン平炉）を新設して平炉12基を擁するに至る。上の06年を起点とする第一期拡

張工事lとひきつづいて11年から鋼材生産年間30万 トン目標に第二期主主張工事K入り，14年比

230トン高炉1基を噌設し，乙の年には銑鉄20万 トン，鍋塊30万 トン， 鋼材20万 トンの 実

績を上げるまでになる。 乙れはし、ずれも全国生産高の8～9割K当る （『日本近代製鉄技術発

達史』 p,663）。民聞にめっては，釜石が3基の高炉 （25トン2基， 60トン1基 ）R.加えて

25トン高炉1基を増設（11年）する一方， 2基の5トン平炉を改装して7・5トンとし（ 08年），

11年には9トン平炉 2基を増設する。さらに，製銑能力 13万トン，鋼材能力6万 トンの実現

を目標K, 14年比設備の大拡張計画（120トン高炉2基， 25トン平炉3基など ）をたてるが，

1910年代前半の慢性不況のためその実現は第一次大戦まで繰り延ばされねばならなかったと

いわれる （『日本鉄鋼史 明治篇』 p,552）。なお釜石の生産高は 1909年銑鉄3・9万トン，

鋼塊および鋼材0・6万 トン， 191 4年銑鉄4万トン，鋼奥および鋼材1・4万トンとなっている。

釜石と並んでもう ひとつの民間製銑工場である輪西製鉄所（50トン高炉）は日本製鋼所に原料

銑を供給する目的で09年に火入れ（砂鉄銑）を行うが， 3カ月で失敗に帰し， 八幡の援助に

よって 11年の再火入れから操業が再開されている。川崎造船は， 鉄道院の援助の もとに兵庫

工場に機関車 ・鋳鋼工場を建設して鉄道用車輔工場に傾斜し， 191 6年に葺合工場を建設して

造船用鋼材類（特に鋼板）生産に着手する（『現代日本産業発達史 JV 鉄鋼』 p,178）。

住友は，さきの住友鋳鋼場を鉄道用品専門工場に飛躍させるため第一次大戦前κ鍛鋼・圧延部

門への進出万針を採用する一方，別子銅を原料と して加工品を製造していた住友伸銅場 （1 9 

26土日ζ住友伸銅鋼管と改称）で12年から継目なし鋼管の製造へ進出してし、く。しかし住友が

鋼片自給を実現させたのは大戦後K岸本の尼ケ崎工場を買収したときからといわれる （『 日本

鉄剣史 明治篇』 p,559）。そして， 1912年に民間鉄鋼の雄とぽる日本鋼管が設立され，14

年から 20トン平炉2基によって製鋼 ・製管事業を出始する。

以上第一次大戦面前の 1913年までに設立された工場は 22工場（後掲表4）に上るが， そ

の主だったものは国営八幡製鉄所 （銑 ・圧延鍋材）， 釜石製鉄所（銑・圧延鍋材 ・鋳鉄）， 輸

凶製鉄所 （銑）， 日本製鋼所（鍛鋳鋼） ，住友鋳鋼所（鋳鋼）， 日本鋼管（鋼管）， 神戸製鋼

所（鍛鋳鋼）， 川崎造船所（鍛鋳釧）の8工場にすぎず，他の民闘14工場は年間能力0・5万ト

ン以下のものであるe そして民間鉄鋼工場の投資額は総計てソス幡のそれを超えてはいるが．民

間の生産剖合は銑鉄 25・4努，鍋材15%を占めるにすぎない。 しかも 乙れら主要民間工場は，
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一般民需向けの継目なし鋼管製造という特異な地歩をもっ日本鋼管を除いては，殆んどが車工

廠，鉄道院などの国家資本に依存してのみ存立可能な状態にゐったといわれ，また，釜石，輪

西の製銑事業も安定した需要先の欠如のために 1910年代前半には明確伝展望を失っていたと

いわれる （『 現代日本産業発達史 IV 鉄鋼』 p.182-3 ）。

(2) 乙の時期に大陸における植民地製鉄所の建設が開始された乙とが注意される。 1911年

大倉組が満州に本渓湖煤鉄公司（値民地製鉄所のはじめ ）を設立して工場建設に着手し，満鉄

が同じく満州R.鞍山製鉄所設立を計画する。また翌 12年三菱が朝鮮K兼二浦製鉄所の建設に

着手している。後の三大植民地製鉄所が乙の期1/:.時を同じくして顔をそろえた乙とにとfる。

さらに，八幡の第二期拡張計画用の原料確保のために借款のみかえりと して19 I 1年に鉄鉱

石のみでなく銑鉄取得契約を漢冶奔煤鉄鉱廠と結び，12年lとは山本丈太郎らを通じて同廠の日

支合弁化を画策する。それが失敗すると，13年には大規模な長期借款をなすとともに八幡から

大島道太郎を最高顧門と して送り こみ，同廠の事実上の事業監督に乗り出して，さしあたり毎

年鉱石60万 トン，銑鉄25万トンを確保するに至っている。乙の原料確保を基礎IC:191 6年か

ら国営八幡の第三期主主張計画が進められる乙とになる。

まさに，いってみれば大冶をはじめとする大陸の鉄鉱石 ・石炭資源は日本の鉄鋼業にとって

の生命線とでもいうべきものであり，そういう意味では，乙の大陸の資源を掌援する乙となし

には日本鉄鋼業ひいては日本資本主義の存立が不可能事になるといっても過言ではなし、。日本

鉄鋼業がまがりなりにも推転の緒についた乙の時期に大陸への画策が集中して現われてくるの

も故なしとしないのである。乙の乙とは，日本資本主義の場合，産業資本の確立と帝国主義へ

‘の転化とが同時の過程として現われる とされる命題と符節を同じくするものである。次の一文

は示唆に富んでいる。 「内地の原料資源が甚だ貧弱であるだけに豊富な石炭と鉱石の資源を賦

存せる大陸への企業的進出乙そは，早くから，わが重工業発展の血路とみられてきたのでめる。

長い間此の血路の打開は不可能であった。日露戦争の勝利乙そは此の見地からみて，俊史的な

躍進の模機をなしているのである。 」 （『日本鉄鋼史 明治篇』 p.607）。 1915年の「対華

21カ条」は一つの歴史的必然である。

(3) 第一次大戦によって日本鉄鋼業に未曽有のブームがおとずれる。はじめて全地球的規模

で争われた大戦のために世界的な鉄不足をきたし，従来の日本の主要な輸入相手国からの （特

K欧州からの）鉄鋼輸入が激減した反面，世界の兵器庫に転化した日本圏内での鉄需要が激昂し，

激しい鉄飢餓K見舞われる乙とになる。特に従来圏内消費の6～7割を輸入に依存していた鋼

材の飢餓はひどく ，そのため，造船業界はし、わゆる第一次C1 91 a年4月，新造船15隻127,
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800トンと同震の鋼材との交換）， 第二次（18年5月，旧造船30隻25万トンとその半量の

鋼材との交換）ー（ 『本邦製鉄鋼業民対する素人観Jp.122 ）の日米船欽交換によって窮場を

凌いだほどでめるが，乙の鉄飢飽は鉄価格にはねかえり （後掲表10参照 ）， トン当り14年に

銑鉄49円，丸鍋 75円，制板85円でゐったものが 1918年（価格の最高年）にはそれぞれ406

円， 390円，834円を記録するまでになる。

乙の戦争景気tζ煽られて， 日本鉄鋼業 も「『 火事場泥俸』的展開」（ 前掲，小林論文）をみ

せる。それを「作業中」と 「計画中」とに分けて種類別に191 8年6月時点で示したのが表 3

である。本表は『製鉄業＝関スル参考資料』によるものであるが，本表の他R数十工場あるみ

こみだといわれ，さ らに圏外の工場と して， 「作業中JK本渓湖製鉄所（銑）， 「計画中JK 

大倉工業機太製鉄所（銑）， 兼二浦製鉄所（銑 ・鋼 ・圧延）， 朝日製鉄所（銑・朝鮮）， 鞍山

製鉄所（銑・鋼 ・圧延）が計上されている。表中 142工場には砂鉄精鋭も含まれているようで

あるが，銑・鋼 ・圧延の一貫作業を営むのは「作業中」 3工場， 「計画中J1工場にすぎず，

しかも，日本鋼管の製銑作業は 18.19. 20年の3カ年だけで本格的な製銑は日本製鉄会社出現

後のことに属し， 東洋製鉄もー賞作業を実現できず，製銑のみにとどまる乙とになる。圧倒的

に多いのが製銑専門工場（銑・再製銑・合金銑）で，乙れに僅かに鋼・圧延ないし鍛鋳鋼が追

表3 作業中，計画中，種類別内地工場数

作 業 中（ 114工場）

銑 ・鍋 ・圧延｛八幡製鉄所l釜石製鉄
日本鋼管

計画中 （28工場）

東洋製鉄

銑 32 

銑 ・鋼 4 

鋼 ・圧延乃至鍛鋳鋼 1 8 

再製銑 26 

合金銑 1 5 

銑 ・特殊鋼 3 

特殊鋼 5 

合金銑・特殊鋼 6 

1 3 

Fh
u

n

4

E

J

 

2 

備考：農商務省鉱山局編『大正7年6月調，製鉄業ニ闘ス ル参考資料』
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随している。製銑と製鋼とが切断された形で工場建設が進んだといえる。

乙の工場の嶋加を年別，規模別にみたのが表4である。戦前tζ建設された工場のうらで戦中

K規模を拡大して年産 5,000トン以上になったのは 3工場にすぎないが，新設の 5,000トン以

上規模工場はかなりの増加を示している。 しかし，年産5,000トン以下の小工場が圧倒的に多

い。しかも， 5,000トン以下の 1工場当り平均投資額が 38万円と零細であるばかりでなく ，

5,000トン以上の場合でも 360万円程度で，戦前からの工場に比して新設工場の規模もまた小

表 4 年別・規模別製鉄工場

1 9 1 8年末 1 9 1 3年末

工場数 投資額 －工資場当 工場数 投資額
－工場当

投額 投資額

平田 千円 千円 千円

総 計 209 291, 451 1,395 22 157,920 7,178 

官 営 1 77,103 77,103 1 67,219 67,219 

民 営 208 214.348 1,031 21 90,701 4. 319 

民間製鉄所 208 214. 348 1, 031 21 90,701 4. 319 

1) 年産5000トン以上 42 151,372 3,604 7 43,330 6,186 

既 設 10 66. 400 6,640 

戦前より 7 行5,650 9,364 
5000トン以上

戦中R 3 750 250 
5000トン以上

新 設 32 84,972 2,655 

1 9 1 5年 6 22, 727 3,788 

1 9 1 6年 7 15,237 2,177 

1 7年 13 42,783 3,291 

1 8年 6 4. 225 704 

2）年産5000トン以下 166 62,976 379 14 47,401 3,386 

既 設 11 3,976 361 

主要新設 9 10，勾9 1,138 

そ の 他 146 48. 772 334 

備考 ：：東亜経済調査局編『本邦鉄鋼業の現勢』による。但し， 『現代日本産業発達史 IV鉄

鏑Jp,195より引用。
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きいものでゐったといえる。 これは 191 7年の製鉄奨励法泊用範囲が年産5,250トン以上の製

銑または製鋼能力を有する小工場にまで拡大されている乙とと照応する。

なお，新設の主なものは次のようである。 （麓健一『日本鉄鋼業概論』 p.41) 

1915年 大島製鋼，日東製鋼，大阪製鉄，藤田製鋼， 日本特殊鋼

191 6年 山i錫製鉄，東京鋼材，岸本製鉄，浅野，小倉製鋼

1 9 1 7年 富士製鋼，日本高速度鋼，東京銑鉄，電気製鉄伏本工場，日本銑鉄，九州製鋼，

東洋製鉄，日本製鉄，戸畑鋳物

1918年 日本電気郡山工場，長崎製鉄，岩淵製鋼

これを設備の函でみると （表5。掲出以外K,tl:t禍炉が 19 1 8年に作業中31基，計画中 20

基， 25年に 22基あり，電気炉が 18年tζ作業中114基，計画中46基， 25年代81基，内製銑

52基，製鋼25基ある。）， 第一次大戦中の工場建設によって， 191 0年代の終り （18年 ）

には作業中高炉が 46基ととより，他に計画中が 30基脅数えるものの100トン未満の小高炉が圧

倒的K多く ，数量的には噌加して も，それが製銑工程の生産力増加とは必ずしもみとめがたい

ようでゐる。それ故K，内地製銑高を 10年代に倍イじさせ，その過程を国営八幡の地位を 50% 

台までひき下げる （後掲表6参照。なお，民間の製銑高は 18- 20年の3年間八幡のそれを凌

駕する。 ）過程と して現出せしめるにもか hわらず， 戦後反動恐慌に遭遇するや，再ひ・国営八

幡の地位を旧K復せしめる乙とになる。

製鋼炉の中心は平炉で，作業中・計画中ともに 15トンないし25トン以上が大部分を占めて

いる（ 19年）。 乙乙lと民間の鉄鋼業が集中している乙とは前述のとおり。他方転炉は規模も

小さく，平炉年間出鍋能力＝公称トン数×出鋼回数750回， 5トン以上転炉出鋼能力＝公称ト

ン数×出制回数6,000回（た とえば， 『附和2年6月調製鉄業参考資料J）とされる乙とが事

実fごとすれば，5トン転炉と 40トン平炉が等しい乙 とKなり，生産力的』とは転炉の万が格段

lと高いにもか』わらず，数的lとは非常に少く ，第二次世界大戦前では問題にな らない。

鏑材生産（表6参照 ）は乙の期比倍化しており，しかも国営八幡の地位を 85・7%から 63・1

%まで低下させ（粗鋼生産でも八幡は 61・8%となっている）ているわけで， 民間の製鋼xi・鋼

材の飛躍4をみる乙とができる。そして， 官民合わせて国内消費高の48・9%を生産するまでに

とf仇製制（鋼材）工程の確立にもう一歩の処まで迫ったといえる。

(4) 上の I91 0年代の展開を受けて日本資本主義は1920年代へ移っていくわけであるが，

世界資本主義体制の全般的危機突入の一環として，日本資本主義も，特に 1920年戦後反動恐

慌を画期K，全般的危識へ突入する乙とになる。それは具体的には恐慌と慢性不況の連続とし
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表 5 製 鉄設備の変動 （内地 ）

(1）高炉数 (2）平炉数

1918年 1919年 1925年 1918年 1919年 1925年
6月 9月 末 6月 9月 末

業作中 副中計 業中作 計画中
業作 計画
作計

業中 函中J 
中中

F トン士 トン
200トン・

トン

300 1 タ，ぃ￥，， ト 2 2 1 10 

270 1 1 1 2 60 20 2 7 12 5 

250 1 3 1 3 50 8 3 8 4 10 3 

230 1 40 3 1 2.5 

220 2 2 30 2 2 2 

215 1 1 25 34 35 47 14 48 1.5 

200 5 20 4 1 

150 1 2 2 16 1 0.95 

130 15 7 6 13 3 12 0.8 

120 1 2 1 1 3 12. 5 2 0.7 

100 1 1 2 3 1 12 2 0.6 

80 1 10 10 7 6 0.5 

60 1 3 1 1 8 5 6 3 0.3 

50 1 1 1 7 4 合計

35 1 3 1 6 2 1 1 1 

30 1 2 4 5. 5 1 2 

25 1 2 2 3 6 5 5 4 2 

20～10 14 8 17 5 14 4 1 1 
． 

10未満 15 12 12 7 省略 3 1 1 

合計 140 35 46 30 36 合計 74 75 93 52 102 

備考： 1918年は 『製鉄業ニ関スル参考資料』

191 9年は今泉嘉一郎『本邦製鉄業助成に関する参考資料』

1925年は 『製鉄業参考資料J
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(3） 転炉数

1918年 1919年 1925年
6月 9月 禾

作計 作計
業画 業画
中 中 中中

2 2 2 

8 

4 

3 1 2 2 2 

4 3 5 5 

2 2 1 

1 1 1 2 

1 1 1 

2 1 

1 

2 1 

2 

1 

17 8 17 12 14 



ト~
a, 

1905 -09 

10 -14 

15 -19 

20 -24 

25 -29 

30 -33 

表6一（1) 銑鉄生産高 ・輸移入高 5カ年平均及増減率

生 産高 内，八幡 八幡の位置 輸入，移入 ii 込 計 輸移出高 圏内消ヒ高

千トン 千トン % 千トン千トン 千トン 千トン 千トン

134 100 97 100 73. 7 112 246 0. 4 246 

234 174 167 173 71. 3 192 426 0. 6 426 

467 348 278 287 59. 4 228 62 757 5 752 

446 333 394 408 88. 4 338 65 849 7 843 

914 682 705 729 77. 1 482 114 1,510 5 1, 505 

1, 128 841 813 840 72. 0 473 143 1,744 2 1, 742 

1905今io 10-1Yi 15-IYz 20－句会 25-2/31。
-14 5-19 0-24 -29 -33 

うも 完 % うも うも
生 産 高 74 3 99 7 6 4.5 104. 9 23. 4 

人 幡 72. 5 66 4 42. 1 78 6 15. 3 

備考：『現代日本産業発達史 W鉄鋼』付録表による。

圏内位生産
の 誼

八幡の位鐙

% うL

54. 6 39. 3 

54.9 39. 2 

62. l 36. 9 

52. 9 46.8 

回 7 46 8 

64. 8 46. 7 



p。
hミ

1905一09

10 -14 

15 -19 

20-24 

25 -29 

30 -33 

． 
表 6-(2) 鋼材 生産 高 ・輪移 入高 5カ年平均及増加率

生産高 内，八幡 八幡の位置 輸入，移入 El 込 計 輸移 出 圏内消費高

千トン 千トン うも 千トン千トン 千トン 千トン 千トン

87 100 75 100 86. 9 382 469 11 458 

223 256 191 255 85. 7 479 1 703 28 674 

469 539 296 395 63. 1 545 1 1,015 57 958 

671 771 359 479 53.5 937 11 1,619 91 1,528 

1,494 1,717 743 991 49.8 774 3 2,271 152 2,119 

2, 122 2,349 859 1.145 40. 5 332 5 2,459 293 2,166 

日05-0:U'oー14 10-1Yi5-19 15-1%'0-24 20-2Yz5-29 25-2% 0-33 

% 克 うも % うも

生産高 157. 7 109. 9 43. 2 122. 5 42. 1 

/¥ 幡 154. 2 54 3 21. 5 106. 9 15.5 

備考：出典は（l)R同じ

圏内位生産
の置

八幡の位置

% % 
18 9 16.4 

33. 1 28. 4 

48.9 30. 9 

44. 0 23. 6 

70. 5 35. 1 

98. 1 39. 7 



表 6一（3) 粗鋼生産高 5カ年平均及増加率

生産高 内，八l幡 八位置幡の 191 
24 -29 -33 

千トン 千トン % % % % 
1917-19 800 100 494 100 61. 8 生産高 15. 3 88. 5 40. 5 

20-24 922 115 618 125 67. 0 ／＼、 幡 25. 1 66. 3 12. 5 

25-29 1,738 217 1,028 208 59. 1 

30 33 2,442 305 1,156 234 4 7 3 

備考：『！製鉄業参考資料』による

て現出され，10年代に大きく推転した日本鉄鋼業も乙の影響をもろにかぶる乙とになる。恐慌

と慢性不況，ワシントン軍縮会議による八・八艦隊計画廃止 C1 9 21年）』ζ加えて，廉価なイ

ンド銑の大量流入，欧米諸国鋼材のダンYングに逢着して， 臼本鉄鋼業は惨信Tこる状態Kおら

いる。日本鋼管の半額減資（匁 年）， 富士製鋼の3分の2減資，大阪製鉄の10分の 1減資をは

じめ， 日本製鋼は一時工場ぞ休止しC22年）， 尉制鉄は一貫作業を実現しえなし、まh一切の

経営を八幡K無償委託するに至札 釜石も三井鉱山花買収される C24年 ）位どがその聞の事情

を物語っている。そして，23年末現在で主要鉄鋼会社のうち廃業したものは製銑 12社，製鋼4

社，鋼材6社にのぼる といわれ（『 日本鉄鋼業概論Jp.44 ) , 弱小工場の整理陶汰の進行が

想像される。 乙の他民間鉄鋼業の窮状とは別K，国営八幡は20年代を第三期拡張工事に貸

しC1916 -29年）， 規模の一層の拡充をす hめる。

1925年段階の日本鉄鋼業の設備は前掲表5にみるとおりであるが，製銑は八幡 ・釜石・東

洋（八幡委託 ）・ 輪西 ・浅野K集中されている。すなわら，八幡 270トン炉2基， 230トン炉

1基， 200トン炉3基，東洋300トン炉1基， 150トx炉 1基，釜石200トン炉2基，60トン

炉1基，輪西 120トン炉 3基， 100トン炉 1基，浅野150トン炉1基となっている。他方，平

炉は10年代より も数的には増加を示すが，その主なものは八幡C200トンタルボ、タ卜1基，

60トン炉 10基， 50トン炉1基， 25トン炉 12基， 15トン炉 2基 ）， 日本製鋼 C60トン炉 2

基，日 トン炉 1基，25トン炉 5基）， 釜石（25トン炉 3基）， 日本鋼管 C30トン炉2基，

25トン炉7基）， 川崎造船兵庫工場（25トン炉2基 ）， 同輩合工場（25トン炉8基）， 神

戸製鋼（30トン炉1基， 25トン炉 2基，16トン炉 1基），九州製鋼C so トン炉 2~ま， 28年
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経営を八幡に委託）， 住友製鋼（40トン炉1基， 15トン炉2基），住友伸銅鋼管尼崎工場

( 25トン炉3基）， 浅野小倉製鋼（25トン炉3基）， 富士製鋼（25トン炉1基， 15トン炉

3基）， 大島製鋼（25トン炉 1基， 15トン炉2基 ）， 三菱造船茂里製鋼工場（25トン炉1基，

15トン炉2基），大阪製鉄 （25トン炉 2基）などであり，その殆んどが第一次大戦以前の設

立にか』わる工場でめる。

日本鉄鋼業は，初発においてもそうでゐり，また第一次大戦中の推転でもそうであったよう

に，銑鋼一貫作業を指向する乙となく ，製銑工程から切れた形で，製鍛工程の比重を高め，両

工程のアンバランスをむしろ拡大せしめていると恩われる。

20年代前半の生産をみると（ 表6参照）， 銑鉄生産は前5年同よりも後退しており，圏内消

費lと占める生産の割合も 50%台へと務ちこんでいる。そんな中で国営八幡の地位が88%と大

きく膨張を示し，前述したように民間の製銑工程の窮状がしのばれる。他方，粗鋼生産も僅か

えよ伸びにとどまり，鋼材生産は一応みるべき増加を示してはし、るものの，以前の伸び率の半分

以下にすぎない。ただ，乙乙で注意されねばとよらないのは， 製銑とは逆』E，八幡の地位が50

%台におちている乙とで，八幡の鋼材大量放出（ 表7）と先進国鍋材の流入との二重の圧力に

抗しながら，慢性不況の下， 民間鉄鋼資本が第一次大戦からひきつづいて八幡K急迫していっ

てるといえる。

表7 八幡製鉄所官民別鋼材販売高

官 庁向 民関向 計

千屯
1!01t:, 2-;; 屯I 9 I 7 167 

I 8 158 152 310 

19 156 I I 2 268 

20 I 7 6 I I 8 294 

21 164 167 332 

22 154 222 37 6 

23 IO I 302 403 

24 140 361 502 

25 155 490 644 

26 174 597 770 

備考：『現代日本産業発達史 JV鉄鋼Jp.207より転載
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(5) 20年代後半に入る と製銑 ・製鋼・鋼材とも に前半の生産を倍化する噌加ととtf)＇銑鉄の

自給率は60完と第一次大戦中の水準に回複している。 特tζ鋼材生産は 24年と25年の交り に

輸入を凌駕する（24年，生産84万トン， 輸入115万 トン；お年，生産104万 トン， 輸入 53

万 トン）に至り，製鋼工程の確立が達成されるわけで，乙こにはじめて日本鉄鋼業の確立が実

現されたとい うことができるであろう。また，28年には民間の鋼材生産が国営八幡のそれを凌

駕する。そ して， 日本資本主義がその初発から依存してきた先進資本主義諸国の鋼材を 1930

年台の初期までに殆んど圏内から駆逐してし まう。

この日本鉄鋼業の確立は，Eでみたような日本資本主義の重工業化の基礎として，日本鉄鋼

業が指定されたという乙とを意味しており，さらに日本資本主義が先進資本主義諸への依存

性 （従属性）から脱却していくための重要な基盤を獲得したことをも意味している。 しかし，

確立したとはいっても，銑鉄の40%弱を依然として輸入 （ア ジア諸国からの）に仰がねばなら

ない事実は日本鉄鋼業の脆弱性を物語るものでゐり，原料確保とともに，日本鉄鋼業はますま

す大陸と密接不可分のものにとfっていく のである。 1925年という時点K，日本 ・朝鮮・満州

における製銑・製鋼 ・圧延を網羅した主要鉄鋼20社 （八幡を含む）によって，鉄鋼業の発展を

図る目的で，官民協力の下K，鉄鋼協議会が設立されたという乙とがその乙とを能弁に説明し

ている。そして，乙の 20年代後半から 30年代初頭にかけての日本鉄鋼業推転の過程は日本資

本主義が，金融恐慌 （27年）, UB和恐慌＝一般的崩落（30年 ）を問にはさんで，急速に軍国

主義を強化し， （準）戦時体制へ移行していく過程と照応している。すなわち， 25年 ；治安

維持法制定，中学校での軍事教育実施，航空母艦赤城進7Jく，陸軍飛行連隊設立。 27年 ；山東

出兵，東万会議開催，ジュネーヴ軍縮会議決裂，兵役法公布。 28年 ；3・15事件，満州某重

大事件，治安維持法改惑，特高設置。 29年 ；4・16事件， 満州核山に昭和製鋼設立。31年

; 3月および10月の 2度にわたる陸軍ク ーデタ 一計画，重要産業統制法公布， 満州事変開始

( 15年戦争突入）。 32年 ；5・15事件，上海事変，満州建国。 33年 ；国際連盟脱退， 日本

製鉄会社法公布（軍音尚三監督権を掌握）， 満州移民計画大綱発表。など。

以上K概観したように，日本帝国主義の軍国主義強化，本格的な・より拡大された規模での

大陸への侵攻と機を同じく して日本鉄鋼業の推転・確立が実現されるわけであるが，それはか

なりの輸入銑鉄に依存しているという脆弱性を内K蔵したものであり ，制司のアンバランスK

規制されており，また，民間鋼材生産が八幡のそれを凌駕したKしでも，労働力集成Kみられ

るように （表8）， 国営八幡の起訴色した姿は産業資本確立期の構瓜亦依然として不変のま〉で

ある こと を示してい る。 従って，八幡の労働者の動向が持つ意味は決定的である。
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表 8 主要製鉄所従業者数 1 9 3 3年末

資本金 払込資本金 従業者数 職 員 職 工

千円 千円 人 人 人

i¥ 幡 （国有財産 157, 467) 18,622 2,024 16,598 

日本製鋼所 15, 000 15, 000 3,458 284 3,174 

輸西製鉄 19,000 19, 000 l, 133 83 1,050 

釜 石製鉄 20,000 20,000 2,290 163 2,127 

戸畑鋳物 11 900 9,400 1 881 206 1,675 

大同 電気製鋼 2 800 2,800 1,009 93 916 

住友製鋼 12,000 9,000 2,330 290 2,040 

住友伸銅鋼管 15, 000 12,000 1,457 134 1,323 

川崎 造船 80,000 80，α〕O 4.672 219 4,453 

神戸製鋼 20 000 20,000 3,981 472 3,509 

他 2 6 社 219, 150 120, 156 10,128 1,127 9,001 

八幡 157,467 157,467 
15' 計 50, 961 5,095 45,866 

他 414. 850 307,356 

備考：『昭和9年6月調製鉄業参考資料』』ζよる。名前を掲出した製欽所は従業者

1000人以上のもの，他 26社は 1000人以下のもの。

IV 

(1) 震后K，銑鉄でのイギリス銑依存からアジア銑依存への転換および鋼材での先進資本主

義国依存とそれからの脱却について若干敷街する。日本資本主義の確立期比ゐつては銑鉄の過

半をかろうじて自給しえたにすぎず，爾余の銑鉄と鋼材の圧倒的部分を輸入に依存していた乙

とKついては前に述べた。表9は確立期以降の銑鉄および鋼材の輸移入を国別に示したもので

ある （(1）表の輸入国その他は中国，移入は朝鮮とみとEしてよし、）。

まず銑鉄について。当初はイギリスが圧倒的な地位を占めていたわけであるが（因IC, 1 9 

02年は輸入総量の 73%. 07年は71%). 1910年代K入って急速に後退し， 第一次世界大

戦を境に全く衰退してしまう。中国とイギリス領インドとが乙れに代って登場し，10年代半か

ら満州（本渓湖煤鉄公司， 19年以降級山製鉄所 ）が，19年以降朝鮮（三菱兼二浦製鉄所）が，
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表 9一（1) 銑鉄輪移入国別表

満 111 インド イギリス ドイツ スエーデン アメリカ その他 移入高 15' 計

千屯 % 千屯 % 千屯 % 千屯 % 千屯 うも 千屯 % 千屯 ヲも 千屯 % 千屯 % 
1912年 50 21. 9 157 68. 7 8 3. 6 5 2. 3 1 0. 3 7 3. 2 229 100 

13 82 30.9 99 37. 5 11 4. 3 12 4. 6 。0. 2 60 22. 6 265 100 

14 31 18 9 60 35. 6 6 3 8 11 6. 6 3 1. 9 57 33. 6 169 100 

15 16 9. 6 38 22. 8 37 22. 0 7 4. 1 1 0. 6 68 40. 8 167 100 

ωNll 

16 44 19. 2 63 27. 0 32 13. 6 。o. 2 3 l. 2 4 l. 6 86 37.2 232 100 

17 35 15. 1 61 26. 3 5 2. 4 4 l. 6 25 10. 7 102 43. 9 232 100 

18 33 14. 6 7 3. 1 18 7. 9 4 1. 9 13 5 8 150 66. 7 225 100 

19 65 18. 7 29 8.4 45 13.0 11 3. 1 36 10. 3 99 28 5 62 18. 1 346 100 

20 37 9 4 48 12. 3 59 15. 0 1 0. 1 14 3. 6 36 9. 1 155 39. 9 41 10. 5 389 100 

21 78 28 3 34 12. 5 23 8. 2 3 1. 3 18 6. 6 1 0. 5 70 25. 3 48 17. 5 275 100 

22 76 18. 6 101 2.4. 7 10 2. 4 5 l. 1 4 1. 0 1 0. 3 132 32.4 80 19. 6 408 100 

23 不明 137 32. 0 6 l. 5 1 0. 2 。。。 202 47. 2 82 19. 1 428 100 

24 不明 160 31. 0 8 l. 5 。0. 0 14 2. 7 。0. 0 260 50. 4 74 14. 3 515 100 
25 105 26. 2 153 38. 3 8 2.0 1 0. 2 3 0. 7 。0. 0 46 11. 5 84 21. 0 400 100 



． 
26 160 31. 6 228 45. 1 8 l. 5 。。。 。0. 0 5 0. 9 105 20. 8 504 100 
27 199 34 6 261 45. 4 7 l. 2 2 0. 4 2 0. 4 。。。 2 o. 3 103 17.8 576 100 
28 213 30. 1 310 43. 8 8 l. 2 7 0. 9 2 0. 2 28 3. 9 1 0. 2 140 19. 7 709 100 

29 195 24. 7 411 52. 0 9 l. 2 5 o. 6 1 o. 1 30 3. 8 2 o. 3 138 17. 4 792 100 
30 179 34. 8 214 41. 6 4 0. 8 4 o. 8 2 0. 4 2 0. 3 。。。 109 21. 2 515 100 

31 242 49. 0 150 30. 4 4 0. 7 1 0. 2 1 0. 3 1 0. 1 95 19. 2 495 100 

32 322 49. 6 118 18. 1 3 0. 5 。0. 0 1 0. 1 。。。 206 31. 7 650 100 

33 455 56. 8 172 21. 5 3 0. 4 。0. 0 10 l. 2 。。。 。0. 0 160 20. 0 801 100 
ー

ωω 備考：（1), (2）ともに， r昭和 11年6月調製鉄業参考資料』と『現代日本産業発達史 JV鉄鋼』付表による。
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よる

1912年

13 
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147 18. 6 
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表9-(2）鋼材輸移 入国 別表

ドイツ ベルギー スエーデン アメリカ

千屯 うも 千屯 うも 千屯 うも 千屯 % 
178 28 6 （ 4 0. 7 192 3:l. 8 

197 37. 4 7 1. 3 97 18. 4 
不

161 40. 8 4 1. 1 65 16. 4 

6 2. 7 5 2. 0 132 55. 8 

4 0. 9 13 3. 0 276 62. 4 

。。。 4 0. 7 628 93. 0 

。0. 0 2 o. 3 625 96 0 
明

3 0. 5 646 89. 0 

2 o. 2 、..／

4 0. 4 858 82. 5 

39 6. 1 24 3. 8 4 0. 6 455 70. 3 

198 17. 9 72 6 6 6 0. 5 659 59. 8 

106 13. 3 81 10. 2 2 o. 2 186 23. 3 

219 18 9 163 14. 1 7 0. 6 404 35. 0 

164 30. 7 54 10. 1 4 o. 7 141 26 4 

395 42.8 89 9. 6 10 1. 1 191 20. 6 

313 38 4 87 10. 7 12 1. 4 191 23. 5 

282 34 2 55 6. 6 6 o. 7 195 23. 6 

320 40. 6 65 8. 2 6 o. 8 158 20. 0 

173 39. 5 44 10. 1 5 1. 2 108 24 8 

103 38 7 30 11. 2 3 1. 2 56 21. 0 

78 33. 2 33 14 1 5 2. 1 37 15. 9 

146 35. 7 97 23. 6 7 1. 8 49 12. 0 

a・

その他 移入高 t口与 計

千屯 % 千屯 % 千屯 % 
71 11. 4 。。。 622 100 

65 12. 3 。o. 0 528 100 
49 12. 5 。0. 1 396 100 
8 3. 3 1 0. 3 236 100 

34 7. 7 。0. 1 442 100 
18 2. 6 。0. 1 675 100 
17 2 6 。0. 1 651 100 
3 0. 4 3 0. 4 725 100 

21 2. 0 15 1. 4 1. 039 100 

4 0. 7 21 3. 3 647 100 

10 0. 9 12 1. 1 1, 101 100 

229 28. 7 2 0. 3 799 100 

29 2. 5 3 0. 2 1,154 100 

23 4 3 2 o. 3 533 100 

38 4. 1 2 0. 2 925 100 

48 5. 8 3 0. 4 814 100 

75 9. 1 4 o. 5 825 100 

89 11. 3 5 0. 6 790 100 

31 7. 2 2 a. 5 437 100 

28 10. 7 2 o. 9 266 100 

24 10. 3 6 2. 4 235 100 

49 12.0 10 2. 4 410 100 

-



それぞれ登場してくる。このうち満州与を除いた中固からの輸入は漢冶捧煤鉄鉱廠有住民公司 (19

08年 ）からのもので，これは同公司に対する長期借款の見かえり として鉄鋼石の他に銑鉄を

国営八幡K供給するという契約にもとづくものであるが， 1920年代半以降，中国における内

乱の激化と共に消滅してしまう。また，満州銑と朝鮮銑は日本資本によるものであり，純粋に

綿入銑とみられるのはインド銑という乙とに伝る。日本の民間製鋼（鋼材）工場はインド銑を

はじめとする乙れらのアジア銑に依存する乙とKよって成り立っていたわけである。

次R.鋼材について。 イギリス， ドイツ，アメリカが大部分を占め，第一次大戦期Kアメ リカ

が輸入鋼材市場を独占するが，大戦後再びイギ リス， ドイツからの輸入が復活し，乙れら 3国

とベルギーを加えた 4か国で輸入鋼材がまかなわれている乙とになる。伝お，当初のイギリ ス

の銑鉄 ・鋼材への依存度の高さが，まさに，日露戦争を前提とした日英攻守同盟条約 （190 2 

年 ），イギリ スのインド支配と日本の満州 ・ 朝鮮支配を相互に保証し， !Jyj~鮮の独占的支配を公

認してのらの日韓併合（ 1 0年）の先触れをなした日英同盟拡張協約（0 5年）といった歴史

的事実と照応する関係にあり，きらに，大戦中のアメリカ鋼材への全面的依存ぷ中固に闘して

日米聞で公文交換された石井＝ランシング協定（1 7年 ）という歴史的事笑と胤応する凶係に

ある。

(2) 銑鉄 ・鋼材ともに先進資本主義諸国民依存するといった関係から， 191 0年代半には鋼

材を先進諸国に依存する一万で，アジア銑を不可欠の寄立要件とするという闘係の変化をみた

日本鉄鋼業は，以後乙の関係との絡りの中で推4去をとげていくことになる。特K，八幡の銑鉄

は八幡が消費する乙とを原則としている下で，民間製鋼工場は，ア ジア銑就中インド銑を原料

基盤と して，八幡鋼材と輸入鋼材に対抗し，他方では，か hる民間製鋼工場R.風料銑を供給す

べき民間製銑工場はインド銑の圧迫の下Kllljl吟し，ために民間の製銑工程従って民間の銑剣一． 賞作業が不発達のいととどまら ざるを得ない乙とになる。
インド銑は1911年岸本商店tとよりはじめて愉入されるのであるが， 日本鋼管の創立（ 1 2 

年 ）はこのインド銑を前提として可能とされたものでゐる（『日本鋭管株式会社60年史J

p.123 ）。 輸入開始以来インド銑は国内銑（釜石コークス銑）よりも常に安価に維持され

（表10 ）， むしろ，大戦後大量に輸入されて慢性不況期の民間製鋼工程)II隆の基機をなす乙

とになる。

か hる輸入銑・輸入鋼材依存から脱却して， 兵器素材生産の自立をはかるため，日本の鉄鋼

業関係者は高い保護関税の設置を要請する。もともと日本の関税は安政条約以来半植民地的水

準のま』にとどめられていたわけであるが， 1911年の条約改正によって一応安政条約から解
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放されて関税自主権を獲得する事情にめる。

しかし，乙の改正関税も一律従量税とされて

1906年の税率より も低められ，銑鉄5分

（ト ン当り1・66円）， 板1剖5分（6・66

円～ 12・5円） Ii'.:とどまっている。たとえば

ドイ ツの凶税（銑鉄5円，板 15円～22・5

円）と比較しでも，＇l1年関税は保設関税と

はな しえない（『臼本鉄鋼史明治篇』 p.504）。

しかも ，乙の国定税率とは別K，鉄鉄その他

についてイギリスとの聞に協定税率 （1923 

年まで有効）があり，特tと銑鉄は毎100斤当

り8・3銭 （国定税率10銭）が現実に適用

されるために，銑鉄の輸入税は殆んど無税lζ

近いものとなっている （『本邦製鉄業助成K

関する参考資料Jp .163 ）。

乙のように鉄鋼関税が低率のま＂＇ Ii'.:おかれ，

高い保護関税となしえなかったのは造船・造

機業者からの反擬があった他K，より基本的

には，日本資本主識が先進資本主義国就中イ

ギリスに従属している乙との一反映K他なら

ないと考えられる。一万的K 「協定令廃棄せ

んか日英親善の基礎lζ動揺を来し却て仙の万

面lζ甚大なる不利益を蒙るの鹿な きにあらぎ

る」 （同上，p .165 ）とはす一大蔵省技師の

言はその乙とをよく諮っている。

乙うし、った事情の下，鉄不足が顕在してく

る1917年にはじめて製鉄弾道励法が公布され

る乙とになるが（創沿奨励法の 1896年を態

起 ），従来の国蛍八幡一本主義に対して民間

工場をはじめて保護したという意義はもつ も
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表10 銑鉄 トン当り市価

釜石一号銑 輸入インド銑

円 円
1913年 50 ? 

17 2 1 5 2 1 0 

18 406 3 9 0 

19 1 6 4 1 3 0 

20 1 3 3 1 1 4 

21 78 6 5 

22 69 59 

23 6 7 59 

24 64 GO 

25 59 59 

26 58 53 

27 58 42 

28 57 42 

29 56 4 1 

30 48 36 

31 38 24 

32 3 7 26 

33 46 34 

備考： 1913-26は吉田盛彦『本邦製鉄

鋼業』ζ対する素人観』 p.123-4 

Ii'.:, 1927 -33は三枝・飯田編

『日本近代製鉄技術発達史』

p.673KJ:る。

． 

． 



のの，年産能力5,250トン以上の製銑または製鋼工場の営業税と所得税を免除するといった具

合で，むしろ，前述したようとf弱小の民陶工場を群生せしめる乙とになったと考えられる（『

商工政策史J第 17巻p.202）。

また，1921年に関税定率法と製鉄業奨励法の改正が実施され，従価税の採用，税説は鍋材

の従価1割5分を標準とするとfどの修正が施されるが，銑欽はすえおかれ，制材にしてもダン

ピング価格』ζ対して十分に保護関税の役割をはたしえていr.;.L、（同上， p.211 ）。 ζ の21年

の措置はひしろ，造船用鋼材の輸入税免除K対応した造船用内地鋼材保護宅いう奨励法改正に

ももみられるように，製銑工程と製鋼工程との対立を具体化せしめる乙とになったともいえる。

乙の間民閣の鉄鋼業は能力の銑鉄33 %，鋼材35 %の操業にとどまっていたのでゐる（ 1925 

年『製鉄鋼調査会ノ答申』 ）。

(3) 日本鉄鋼業の確立をみる 1925年に提出された『製鉄鋼調査会ノ答申』を画期と して，

国家の鉄鋼政策は大きく変化することになる。乙の『答申』は銑鋼の連絡統ーを基調とする半

官半民の合同の推進，銑 ・鋼の保護関税設置，日本資本関与の海外製鉄鋼所に対する措置．原

料確保などを基本骨子としているが，まず乙の『答申J伝うけて同じ年，前述の製銑6社，有

力製鋼 12社，単純圧延2｛士の1所19社からとfる鉄鋼協議会が結成され，翌26年比は釜石

・輪西 ・本渓湖・鞍山・兼二浦の5社からなる銑鉄共同組合が結成される。乙の乙とは満州銑

が従来インド銑と同じ扱いをうけていたものを，イン ド銑とははっきり区別されて内地銑と結

合し，満州鉄鋼業が日本鉄鋼業の重要な一環として組み乙まれた乙とを意味している。

2 6年関税改正が実施されて，主要鋼材は従量税とされ，乙れによって従価より実質上条剣

で32 %の引上げとなったのである （向上， p.243 ）。銑鉄については当初従量税を7円に引

上げる方針であったものが．インドと密接な関係にある日本綿業への悪影響を考慮して見送り

となり （向上，p.241 -2 ），その貸りに，従来の奨励法を改めて銑鋼一貫工場だけK適用す

る乙ととなし，さらに トン当り 3円～ 6円の銑鉄奨励金を交付することにしたのである。 しか

し，実際にこの恩恵比浴したのは釜石・輪西 ・兼二浦・浅野造船鶴見製鉄所（ 1 9 2 7年， 150 

トン高炉1基）の4工場Kすぎず，イノド銑の繍入は昭和恐慌まで著唱しつづける。

そして，昭和恐慌からの脱出過程の，満州建国を強行した 1932年にはじめて銑鉄保設闘税

が実現する。すなわち，鋼材の税率一律35 %引上げ（条・板で 18・33円から 24・66円へ ）

とともに銑鉄も1・66円から6円へと 261%引上げられる乙とになる。もっとも，乙の段階で

は日本鉄鋼業は既に鋼材は自給の域に達しており，また満州鉄鋼業を不可欠の補完部分として

組み乙んでいるわけで，従来の銑鏑のアンバラ ンスの解消策ともみられ，また日本鉄鋼業の戦
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時経済的とよ再編ともみられる 193 3年の日本製鉄会社法公布の地ぽらしとも考えられる。それ

はまた先進資本主義国への従属からの離脱の一機徴でもめる。 C 1 9 7 5. 2. 2 6 ) 

（小論は昨年 11月 16日の 「特定研究『産業構造変革』」研究会での報告に加筆したものであ

る。）

． 
創立25周年記念事業の第I部として，次のように学術講演会を開催することになりました。

創立25周年記念学術講演会

開会の辞

社会科学としての政治学の発足

市民社会の歴史理論と現代

社会科学研究所員
経済学部教授大友福夫

社会科学研究所員
福島新法学部教授

社会科学研究所員
望月清司経済学部教授

とき 1974.12.10 C火） 14:30～17:30 

ところ 専修大学・生田校舎 5号館28番教室 （聴講自由 ・入場無料）

＜ 編集後記＞

＠寒さも一段ときびしく，不況の町にのしかかる。電車のつる した広告もいまひとつさえない。

昨年までは大卒新入社員のボーナス－x百万円ーなどという大学教員の水準をはるかにこえた

数字がおどっていたものだ。

。大学の不況知らずーいや，好況知らずの現実は次のごとし。 47年の賃金構造基本統計によ

れば，大学教員総平均では中企業の課長，大企業の大卒係長程度。教授は大企業の高専 ・短大

卒課長，助教授は同じく係長，または中企業の課長，講師は中企業の短大卒課長程度という0

0乏しきをうれえず，と強弁してみても，残るは生活と研究条件の荒廃だけである。ああ不況

よ。安あがりの教育よ。 (T) 

神奈川県川崎市多摩区生田 4764

専修大学社会科学研究所電話 C044) 911 - 1131 〔内線63〕

（発行者） 江沢譲爾
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